
愛知県貨物自動車運送適正化事業実施機関

事業管理及び関係帳票類の

作成について
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⚫ 運送事業の根幹は「輸送の安全確保」

・貨物自動車運送事業法 第１条（目的）

この法律は、貨物自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするととも
に、貨物自動車運送に関するこの法律及びこの法律に基づく措置の遵守等を図る
ための民間団体等による自主的な活動を促進することにより、輸送の安全を確保
するとともに、貨物自動車運送事業の健全な発達を図り、もって公共の福祉の増
進に資することを目的とする。

・貨物自動車運送事業法 第１５条（輸送の安全性の向上）

一般貨物自動車運送事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自覚

し、絶えず輸送の安全性の向上に努めなければならない。

⚫ 貨物自動車運送事業法とは？

トラック運送事業の運営を適正かつ合理的なものにするとともに、民間団体等
による自主的な活動を促進することにより事業の健全な発展を図ることを目的と
して、平成２年１２月施行。

はじめに 2



⚫ 適正化事業実施機関とは

貨物自動車運送事業法に基づき創設

巡回指導、広報・啓発活動、苦情処理等の業務を実施

⚫ 巡回指導とは（＊監査ではありません！）

・適正化事業実施機関が実施

・周期は概ね２年に１回

・法令の遵守状況（コンプライアンス）の確認

・法令改正の案内、帳票類の記入・管理方法等の説明

・その他質疑応答等

＊いわゆる法令遵守に関する「会社の健康診断」

はじめに 3



今日のプログラム 4

運転者の管理

⚫ 運転者台帳

⚫ 運転者教育

⚫ 健康診断

⚫ 点呼等
（乗務管理）

⚫ 雇入れ時の対応

車両の管理 その他

⚫ 車両台帳

⚫ 定期点検

⚫ 日常点検

⚫ 事故記録

⚫ 改善基準告示

⚫ 就業規則
・３６協定

⚫ 労働保険
・社会保険

⚫ 運輸安全
マネジメント

⚫ その他



⚫ 下記の項目を漏れなく記入

①作成番号及び作成年月日

②事業者の氏名又は名称

③運転者の氏名、生年月日、住所

④雇入れ年月日、選任年月日

⑤運転免許に関する事項

⑥事故又は道路交通違反の概要

⑦運転者の健康状態

⑧運転者の指導教育状況

及び適性診断の受診状況

⑨運転者の写真

＊派遣等で雇入れしている運転者も作成

＊たまにしか乗務しない人も作成

＊解任後又は退職後も３年間保存

運転者台帳 5

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第９条の５

サンプル



運転者台帳〔管理方法〕 6

運
転
者
台
帳

フ
ァ
イ
ル

⚫ 運転者別にファイルを作成
＊事故・違反の概要、適性診断記録、

指導教育記録、健康診断記録等も一緒に保存

運
転
者
台
帳

フ
ァ
イ
ル

運
転
者
台
帳

フ
ァ
イ
ル

運転者①

運転者③

運転者②

⚫ 内容別にファイルを作成

運
転
者
台
帳

フ
ァ
イ
ル

運転者台帳（全員分）

適
性
診
断
記
録

フ
ァ
イ
ル

適性診断記録（全員分）

指
導
教
育
記
録

フ
ァ
イ
ル

指導教育記録（全員分）

適
性
診
断
記
録

フ
ァ
イ
ル

健康診断記録（全員分）

運
転
者
台
帳

フ
ァ
イ
ル

運転者④



運転者に対する指導教育 7

⚫ 下記の項目を毎年繰り返し実施

運転者に対して行う指導及び監督の指針

（国土交通省告示第１３６６号）に基づく教育内容

①事業用自動車を運転する場合の心構え

②事業用自動車の運行の安全を確保するために

遵守すべき基本的事項

③事業用自動車の構造上の特性

④貨物の正しい積載方法

⑤過積載の危険性

⑥危険物を運搬する場合に留意すべき事項

⑦適切な運行の経路及び当該経路における

道路及び交通の状況

⑧危険の予測及び回避並びに緊急時における

対応方法

⑨運転者の運転適性に応じた安全運転

⑩交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的

要因並びにこれらへの対処方法

⑪健康管理の重要性

⑫安全性の向上を図るための装置を備える

事業用自動車の適切な運転方法

指導及び監督の

実施マニュアル で検索



指導教育を実施したら 8

指導及び監督の指針に基づく資料

⚫ 記録とともに資料も保存！
（３年間保存）

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第１０条

・運転者に対して行う指導及び監督の指針

（国土交通省告示第１３６６号） 第１章

（8/7
）



定期健康診断 9

⚫ １年以内毎に必ず受診！

①既往症及び業務歴の調査

②自覚症状及び他覚症状の有無の検査

③身長・体重・腹囲・視力及び聴力の検査

④胸部エックス線検査及び喀痰検査

⑤血圧の測定

⑥貧血検査

⑦肝機能検査

⑧血中脂質検査

⑨血糖検査

⑩尿検査

⑪心電図検査

＊事業主や役員も運転者であれば必ず受診

◆主な根拠法令◆

・労働安全衛生規則 第４４条

・解釈及び運用について 第３条５

健康診断を

・事業者は実施する義務

・労働者は受ける義務 がある！

◆根拠法令◆

・労働安全衛生法 第６６条第１項及び第５項



見落としていませんか？〔特定業務従事者健康診断〕 10

⚫ 特定業務従事者とは？

深夜業等の特定業務に従事する労働者のこと

⚫ 深夜業とは？

午後１０時から午前５時までの間における労働のこと

（過去６か月を平均して１か月あたり４回以上ある場合、深夜業の労働者に該当）

⚫ どうすればいいの？

当該業務の配置換えの際及び６か月以内毎に１回、

定期健康診断と同じ項目の健康診断を受診

◆主な根拠法令◆

・労働安全衛生規則 第４５条

特定業務従事者に該当する場合、年２回の健康診断が必要！



健康診断の結果が来たら 11

⚫ 健康診断結果は５年間保存

⚫ アフターフォローが重要！

「再検査」「精密検査」「要治療者」がいたら、再検査・受診の指導。

（口頭では受診放置につながるため、書面で記録をとることが望ましい。）

◆主な根拠法令◆

・労働安全衛生規則 第５１条

・事業法 第１７条第２項

対応例（「トラック運送事業者のための健康起因事故防止マニュアル」より）



点呼 12

⚫ 下記項目を漏れなく実施・記録

〔１年間保存〕

①点呼を行った者及び点呼を受けた運転者の氏名

②乗務する自動車の登録番号

その他自動車を識別できる記号・番号

③点呼の日時

④点呼の方法（アルコール検知器使用の有無、

対面でない場合は具体的方法）

⑤酒気帯びの有無

⑥運転者の

疾病、疲労、睡眠不足等の状況〔乗務前〕

交代運転者に対する通告〔乗務後〕

⑦日常点検の状況〔乗務前〕

交代運転者に対する通告〔乗務後〕

⑧指示事項〔乗務前〕

⑨その他必要な事項

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第７条

・解釈及び運用について 第７条

対面点呼が大原則！

（行先地での点呼を除く）



１泊２日運行の点呼例 13

●１日目 【２月１日】

●２日目 【２月２日】

TEL

TEL

三
好

堀
田

堀
田

三
好

車庫から出発〔対面点呼〕

行先地で出発〔電話点呼〕

行先地で終了〔電話点呼〕

車庫で終了〔対面点呼〕



中間点呼とは 14

⚫ 乗務前・乗務後の点呼がいずれも対面で実施できない場合に必ず実施！
（乗務の途中において少なくとも１回電話その他の方法により点呼を行う）

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第７条３

【運行例】２泊３日運行の場合

１日目 〔乗務前〕対面 〔乗務後〕電話（行先地）

２日目 〔乗務前〕電話（行先地） 〔中間〕電話（行先地） 〔乗務後〕電話（行先地）

３日目 〔乗務前〕電話（行先地） 〔乗務後〕対面



中間点呼を要する運行の点呼例 15

●１日目

●２日目

車庫から出発〔対面点呼〕

行先地で出発〔電話点呼〕

行先地で終了〔電話点呼〕

行先地で終了〔電話点呼〕

●３日目

行先地で出発〔電話点呼〕 車庫で終了〔対面点呼〕

途中で中間点呼



中間点呼の点呼記録簿への記載例 16



運行指示書 17

⚫ 下記項目を漏れなく記載〔１年間保存〕

①運行の開始及び終了の地点及び日時

②乗務員の氏名

③運行の経路並びに主な経過地における

発車及び到着の日時

④運行に際して注意を要する箇所の位置

⑤乗務員の休憩地点及び休憩時間

（休憩がある場合に限る）

⑥乗務員の運転又は業務の交替の地点

（運転又は業務の交替がある場合に限る）

⑦その他運行の安全を確保するために必要な事項
◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第９条の３

・解釈及び運用について 第９条の３

⚫ 運行指示書とは？

乗務前点呼・乗務後点呼の両方がいずれも対面で行うことができない乗務を含む運行ごと
に作成し、運転者に対して適切な指示を行い、及びこれを当該運転者に携行させなければな
らないもの。

１．運行指示書を２部（正副）作成

２．運転者に正本を渡す

（副本は営業所で管理）

３．運行終了後、正本を運転者から回収

４．正副ともに運行終了から１年間保存



運行指示書 18

⚫ 運行途中に内容変更が生じたら？

運行管理者：運行指示書の写しに変更内容を記載し

電話その他の方法により、変更内容について適切な指示を行う

運 転 者：携行している運行指示書に変更内容を記載

⚫ 運行指示書が不要な運行途中、指示書が必要な運行に変更になったら？

例）日帰りや１泊２日運行の予定が、運行途中に２泊３日以上の運行に変更

（分割休息を伴う１泊２日運行も含む）

運行管理者：運行指示書を作成し、電話その他の方法により適切な指示を行う

運 転 者：指示を受けた内容について、運転日報に記載



運行指示書 19

A

Ｂ A



運行指示書 20

D

C

C



乗務記録（運転日報） 21

⚫ 下記項目を漏れなく記録 〔１年間保存〕

①運転者の氏名 ②乗務した自動車の登録番号その他自動車を識別できる表示

③乗務の開始、終了の地点及び日時、経過地点及び乗務距離 ④運転者交替の地点及び日時

⑤休憩、睡眠の地点及び日時

⑥車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上の普通自動車に乗務した場合は貨物の積載状況

⑦荷待ち時間等に関する内容〔車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上の普通自動車に乗務した場合〕

⑧荷役作業等に関する内容〔車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上の普通自動車に乗務した場合〕

⑨事故又は著しい遅延その他の異常な事態が発生した場合、その概要及び原因

⑩運行途中に運行指示書の新たな作成が必要な運行に変更となった場合、その指示内容

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第８条 ・解釈及び運用について 第８条



乗務記録（運転日報）〔記載例〕 22

堀
田

三
好



乗務記録（運転日報）〔荷役作業等に関する内容〕 23

⚫ 令和元年６月１５日より施行

・車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上の

車両に乗務した場合に記録

⚫ 運転者が集荷地点等で荷役作業等を
行った場合、下記の内容を記録

①集荷地点等

②荷役作業等の開始及び終了の日時

③荷役作業等の内容

④①から③までに掲げる事項について荷主の確認が

得られた場合は、荷主が確認したことを示す事項、

当該確認が得られなかった場合は、その旨

※契約書に実施した作業等のすべてが明記されている

場合、所要時間が１時間未満であれば記録は不要

⚫ 荷役作業等の内容とは？
・積込み、取卸し等の荷役作業

・荷造り、仕分、横持ち、縦持ち、棚入れ

ラベル貼り、はい作業等の付帯業務



乗務記録（運転日報）〔荷役作業等に関する内容〕 24



運行記録計〔アナログ〕 25

高速道路渋滞
0.0.0

670

0000

ｳｷｶﾞｲ

55200
55870

⚫ 記録義務車両

・車両総重量７ｔ以上

又は最大積載量４ｔ以上の普通自動車

⚫ 運転者の乗務について下記項目を記録
〔１年間保存〕

・事業用自動車の
瞬間速度、運行距離及び運行時間

⚫ 乗務記録（運転日報）に記録すべき
事項について、運行記録計への記録も
可能

＊ただし、運行記録計によって記録された事項

以外の事項は漏れなく付記すること。

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第９条

・道路運送車両の保安基準 第４８条の２

・道路交通法 第６３条の２

違反事項が認められた場合、

管理者の確認時に指導教育し

適切に管理活用を図る

〔指導例〕

・連続運転時間が４時間を

超える前に休憩を取ること。

・法定速度遵守すること。

・速度にムラのない運転に

心がけること。



運行記録計〔デジタル〕 26

堀
田

乗務記録に記録すべき事項が
漏れなく記録されているか



雇入れ時の対応 27

事故歴の把握

雇入れ時健康診断

適性診断の受診

特別な指導監督
の実施

「無事故無違反証明書」

又は「運転記録証明書」等を取得し把握する

＊口頭確認では不可！

健康診断の受診結果を提出させる

＊雇入れ前３か月以内の受診結果でも可

初めての乗務までに受診

（「初任診断」「適齢診断」「特定診断」）

初めての乗務までに実施

＊座学及び実車指導：１５時間以上

添乗指導：２０時間以上

Ｐ.２８

Ｐ.２９

Ｐ.３０

Ｐ.３３



⚫ 雇入れ時に必ず取得！

「無事故無違反証明書」又は

「運転記録証明書」等により、

過去３年間の事故歴を初めての乗務までに把握

事故歴の把握 28

◆主な根拠法令◆

・解釈及び運用について 第１０条

・運転者に対して行う指導及び監督の指針

（国土交通省告示第１３６６号） 第２章５

取得方法は･･･

愛知県事務所は

運転免許試験場内（名古屋市天白区）にあります

自動車安全運転センター

で検索



雇入れ時健康診断 29

⚫ 雇入れ時に必ず受診！

①既往症及び業務歴の調査

②自覚症状及び他覚症状の有無の検査

③身長・体重・腹囲・視力及び聴力の検査

④胸部エックス線検査

⑤血圧の測定

⑥貧血検査

⑦肝機能検査

⑧血中脂質検査

⑨血糖検査

⑩尿検査

⑪心電図検査

＊雇入れ前３か月以内の受診結果でも可

◆主な根拠法令◆

・労働安全衛生規則 第４３条



適性診断を受ける前に･･･ 30

事故歴把握の結果
事故惹起者であった

特定診断を受診

いいえ

はい

６５歳以上

いいえ

はい

適齢診断を受診

初任診断を受診

⚫ 雇入れた運転者はどの診断に該当？

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第１０条２項

・運転者に対して行う指導及び監督の指針

（国土交通省告示第１３６６号） 第２章４



適性診断の種類 31

適齢診断 を６５才に達した日以後１年以内 （６５才以上の者
を新たに運転者として選任した場合は、選任の日から１年以内）
に１回受診させ、その後３年以内ごとに１回受診させる。

運転者として常時選任するために新たに雇い入れた者であって
当該貨物自動車運送事業者において初めてトラックに乗務する前
３年間に初任診断を受診したことがない者。

初任診断

適齢診断

特定診断
⚫ 特定診断Ⅰ

①死亡又は重傷事故を起こし、かつ、

当該事故前の１年間に事故を起こしたことがない者

②軽傷事故を起こし、かつ、

当該事故前の３年間に事故を起こしたことがある者

⚫ 特定診断Ⅱ

死亡又は重傷事故を起こし、かつ、

当該事故前の１年間に事故を起こした者



適性診断の結果判明した運転者の運転
行動の特性を踏まえ、運転者と話し合い
をしつつきめ細やかな指導を実施するこ
とが必要。

適性診断を受診したら 32

⚫ 初任運転者

事業用自動車の安全な運転に関する

自らの技能及び知識の程度を把握させる

⚫ 高齢運転者

加齢に伴う身体機能の変化を自覚させる

⚫ 事故惹起運転者

交通事故を引き起こした運転行動上の

要因を自ら考える

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第１０条２項

・運転者に対して行う指導及び監督の指針

（国土交通省告示第１３６６号） 第２章３



特別な指導の実施〔初任運転者〕 33

一般的な指導及び監督内容

１２項目を全て実施

（座学及び一部実車を用いた指導）

実際に事業用自動車を運転させ

安全な運転方法を指導

１５時間以上 ２０時間以上

※当該貨物自動車運送事業者において初めて事業用自動車に乗務する前３年間に

他の一般貨物自動車運送事業者等によって運転者として常時選任されたことがある者を除く。



指導を実施したら 34

指導及び監督の指針に基づく資料

指導記録簿

運転日報・チャート紙

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第１０条２項

・解釈及び運用について 第１０条

・運転者に対して行う指導及び監督の指針

（国土交通省告示第１３６６号） 第２章２，３

⚫ 記録とともに資料も保存！
（３年間保存）



特別な指導の実施〔高齢・事故惹起運転者〕 35

⚫ 高齢運転者に対する特別な指導

適性診断の結果を踏まえ、加齢に伴う身体機能の変化の程度に応じた事業用自動車の安全

な運転方法等について運転者が自ら考えるよう指導する。

⚫ 事故惹起運転者に対する特別な指導

下記の内容を実施

①事業用自動車の運行の安全の確保に関する法令等

②交通事故の事例の分析に基づく再発防止対策

③交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的要因

並びにこれらへの対処方法

④交通事故を防止するために留意すべき事項

⑤危険の予測及び回避

⑥安全運転の実技

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第１０条２項

・解釈及び運用について 第１０条

・運転者に対して行う指導及び監督の指針

（国土交通省告示第１３６６号） 第２章２，３

①～⑤について

合計６時間以上実施

⑥について

可能な限り実施することが

望ましい



⚫ 下記の項目を記載して管理

①自動車登録番号 ②初度登録年月 ③形式 ④ 車名 ⑤車台番号 ⑥ 自動車の種別

⑦最大積載量 ⑧車両総重量 ⑨自動車検査証の有効期間

⑩ Nox・PM法使用車種規制に係る事項 ⑪基準緩和車両に係る事項及び配属営業所

⑫自賠責保険にかかる事項

車両台帳 36

最新の自動車検査証（車検証）の写しに

自賠責保険の写しを添えて

保管・管理することでもよい



定期点検〔計画・管理〕 37

⚫ 定期点検整備実施計画等を作成し、状況を適切に管理

名古屋 100

あ 1111

○○

◎ 4日

◎ 6日

◎ 8日

◎10日

◎12日

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○○

○○ ○

○ ○○

1日 20日

3日

25日

1日

9日

11日

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第３条の２

・道路運送車両法 第４７条～第４９条

名古屋 100

い 2222

名古屋 100

う 3333

名古屋 100

え 4444

名古屋 100

お 5555



定期点検〔記録保存〕 38

各車両について

確実に１年分保存できているか？

漏れが生じやすい！

⚫ 点検整備記録簿は車両に備え付け、写しを営業所に保存

（記録及び写しは１年間保存）

全車両分をまとめて

日付順に保存

1111号車分 2222号車分

3333号車分 4444号車分

保存確認が容易にできる！

保存方法の例



⚫ 毎日実施する点検〔左側〕

１日１回、運行の開始前に必ず実施

⚫ 適切な時期に行う点検〔右側〕

概ね１週間から１０日に１回

点検することが望ましい

⚫ 冬用タイヤ溝の深さの点検〔右側〕

冬用タイヤ装着車両はメーカー推奨の

使用限度まで摩耗していないかの点検

を必ず実施

〔１年間保存〕

日常点検 39

◆主な根拠法令◆

・道路運送車両法 第４７条の２



⚫ 被けん引車（トレーラー）も１日１回、運行の開始前に必ず実施！

日常点検〔忘れていませんか？〕 40



⚫ 冬用タイヤの点検

冬用タイヤ装着車両はメーカー推奨の

使用限度まで摩耗していないかの点検

を実施し記録。

〔記載例〕

「プラットホーム露出なし」等、冬用タイヤ

（溝の深さ）の点検を行ったことがわかるよう

に明記する。

冬用タイヤ〔令和3年1月26日施行〕 41

◆主な根拠法令◆

・貨物自動車運送事業輸送安全規則の解釈及び運用について



事故記録 42

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第９条の２

⚫ 下記の項目を漏れなく記入

（３年間保存）

①乗務員の氏名

②登録番号その他自動車を識別できる表示

③事故の発生日時

④事故の発生場所

⑤事故の当事者（乗務員を除く）の氏名

⑥事故の概要（損害の程度を含む）

⑦事故の原因

⑧再発防止対策



自動車事故報告書 43

◆主な根拠法令◆

・自動車事故報告規則 第２条～第４条

⚫ 左記の事故を引き起こした場合、

３０日以内に自動車事故報告書を提出

⚫ 下記の事故の場合、速報として
２４時間以内にできる限り
速やかに報告

・２人以上の死者を生じたもの

・５人以上の重傷者を生じたもの

・１０人以上の負傷者を生じたもの

・自動車に積載された危険物等の全部

若しくは一部が飛散し又は漏えいしたもの

＊自動車が転覆、転落、火災を起こし、又は鉄道

車両、自動車その他の物件と衝突、若しくは

接触したことにより生じたものに限る。

・酒気帯び運転を伴うもの

・その他国土交通大臣が報告を指示したもの



自動車事故報告書〔記入例〕 44



自動車事故報告書〔忘れていませんか？〕 45

⚫ 運転者の疾病により運転を継続することができなくなったもの

⚫ 自動車の装置（道路運送車両法第４１条各号に掲げる装置）の故障により
運行ができなくなったもの

＊発生した場合、上記書類を追加し提出



⚫ 改善基準告示とは？

自動車運転者について労働時間等の労働条
件の向上を図るため、一般労働者とは異なる
拘束時間や運転時間、休息期間等の特別な基

準を定めたもの。

⚫ 拘束時間

始業時刻から終業時刻までの時間

（労働時間と仮眠を含む休憩時間の合計時間）

⚫ 休息期間

勤務と次の勤務の間の時間

（睡眠時間を含む労働者の生活時間として、

労働者にとって全く自由な時間）

改善基準告示 46

◆主な根拠法令◆

・自動車運転者の労働時間等の改善のための基準

（平成元年労働省告示第７号）



⚫ 拘束時間

原則：１３時間以内 最大１６時間以内 ＊１５時間超は１週間に２回以内

⚫ 休息期間

原則：勤務終了後、継続８時間以上

拘束時間・休息時間 47

※

✕

✕

✕



⚫ １日の拘束時間の確認方法

始業時刻から起算した２４時間の中に、拘束時間が何時間あるか

拘束時間・休息時間の計算方法 48



⚫ 改善基準を満たす例

１週間における拘束時間の延長回数の限度 49

⚫ 改善基準を満たさない例〔違反〕

１週間のうち

１日の拘束時間が１５時間を

超えている回数は２回なので

改善基準を満たす

１週間のうち

１日の拘束時間が１５時間を

超えている回数は３回

改善基準告示違反となる

16

16

15

15

13

16

16

16

15

13



⚫ １か月の拘束時間

原則：２９３時間まで

例外：労使協定があるときは、１年間の拘束時間が３，５１６時間を超えない範囲内で

１年のうち６か月までは１か月３２０時間まで延長することができる

拘束時間の限度〔１か月〕 50

⚫ 拘束時間を延長する労使協定がある場合

＊２９３時間を超える月は、１年のうち６か月まで

＊労使協定で定める事項

①協定の適用対象者

②１年間について毎月の拘束時間

③協定の有効期間

④協定変更の手続き 等

事業場において書面で労使協定を締結し
ないと、１か月の拘束時間の限度（２９３
時間）を超える例外は認められない！



⚫ 原則

勤務終了後、連続８時間以上

⚫ 特例

要件①（分割休息の回数）：一定期間（原則２週間から４週間程度）の

全勤務回数の２分の１が限度

要件②（休息期間の長さ）：１日１回あたり継続４時間以上、合計１０時間以上

休息期間の特例 51

例1

例2



分割休息における中間点呼の実施及び記録 52



分割休息における中間点呼の実施及び記録 53



⚫ １日あたりの運転時間

２日（始業時刻から４８時間）

平均で９時間が限度

＊特定の日を起算日として

２日ごとに区切り、

その２日間の平均で計算

運転時間の限度〔１日あたり〕 54

✕



⚫ １週間の運転時間

２週間ごとの平均で４４時間が限度

＊特定の日を起算日として２週間ごとに区切り、その２週間ごとで計算

運転時間の限度〔１週間あたり〕 55

✕



⚫ 連続運転は４時間が限度

４時間を経過したら運転を中断し、３０分以上の休憩等（非運転時間）を確保

運転の途中に非運転時間を分けて取得することも可能

＊分けて取得する場合、１回あたり１０分以上必要

運転時間の限度〔連続運転〕 56

⚫ ３０分以上まとめて非運転時間を確保する例

⚫ 非運転時間を分割して取得する例

✕

✕



就業規則 57

⚫ そもそも就業規則って？
・会社や従業員が守るべきルールを定めたもの

・常時１０人以上の労働者（従業員）を使用する

場合に作成が必要（パートや契約社員も含む）

・１０人以上の判断は企業単位ではなく事業場単位

＊１０人未満でも労使トラブル防止の観点から作成

することが望ましい

⚫ 作成だけではなく、届出も必要！
・所轄の労働基準監督署へ届出

（内容を変更した際も同様）

＊本社機能を有する事業場と各事業場の内容が同一

である場合、本社を管轄する労働基準監督署へ

一括届出することも可能。

◆主な根拠法令◆

・労働基準法 第８９条，第９０条

厚生労働省ホームページ内の

作成支援ツールを用いて作成が可能



３６（サブロク）協定 58

⚫ そもそも３６協定って？
・労働基準法第３６条に基づく労使協定

・法定労働時間を超える時間外労働及び休日労働を

命じる場合、書面による協定の締結が必要

・事業場単位で作成（協定の締結）が必要

⚫ 作成だけではなく、届出も必要！
・所轄の労働基準監督署へ届出

（内容を変更した際も同様）

⚫ 一度提出して終わりではない！
・協定は労働基準監督署に届出した時点から有効

（有効期間の開始までに協定を締結し届出）

・有効期限の過ぎた協定は無効

有効期間１年の場合、毎年の届出（更新）が必要

◆主な根拠法令◆

・労働基準法 第３６条

厚生労働省ホームページ内の

作成支援ツールを用いて作成が可能



時間外労働の上限規制〔働き方改革〕 59

⚫ 時間外労働の上限は月４５時間・年３６０時間（原則）

・大企業は２０１９年４月から、中小企業は２０２０年４月から適用

＊自動車運転の業務は２０２４年４月から適用（適用後の上限時間は年９６０時間）

⚫ 臨時的な特別な事情があって労使が合意する場合〔特別条項〕
・時間外労働は年７２０時間以内

・時間外労働と休日労働の合計が月１００時間未満

・時間外労働と休日労働の合計について、複数月（２～６か月）平均が全て８０時間以内

・月４５時間を超えることができるのは、年６か月まで

＊特別条項の有無に関わらず、時間外労働と休日労働の合計は

月１００時間未満、複数月平均８０時間以内

その他詳細は･･･

時間外労働の上限規制

わかりやすい解説 で検索



労働保険・社会保険 60

◆主な根拠法令◆

・労働者災害補償保険法 第３条，第６条

・雇用保険法 第５条，第７条

⚫ 労働保険とは？

労災保険と雇用保険のこと

⚫ 労災保険

労働者が業務災害や通勤災害に遭った場合に

保険給付を行う制度

＊労働者を雇用する場合は必ず加入

（保険料は会社が全額負担）

⚫ 雇用保険
労働者の生活及び雇用の安定と

就職の促進のために設けられた制度

＊１週間の所定労働時間が２０時間以上、

３１日以上の雇用見込みがある労働者を

雇用する場合は必ず加入

（保険料は会社と労働者が一定の割合で負担）



労働保険・社会保険 61

◆主な根拠法令◆

・健康保険法 第３条

・厚生年金保険法 第６条，第９条

⚫ 社会保険とは？

健康保険と厚生年金保険のこと

⚫ 運送業は 強制適用事業所
事業主や従業員の意思に関係なく、

健康保険及び厚生年金保険への加入義務あり

＊パート・アルバイト従業員も、１週間の所定

労働時間と１か月の所定労働日数について、

どちらも正社員の概ね４分の３以上ある者は

強制加入の対象



運輸安全マネジメントとは？ 62

◆主な根拠法令◆

・輸送安全規則 第２条の３、第２条の８、第１０条

・貨物自動車運送事業輸送安全規則第２条の８第１項の規定に基づき一般貨物自動車運送事業者等が

公表すべき輸送の安全に係る事項（平成１８年９月１９日国土交通省告示第１０９１号）

・貨物自動車運送事業輸送安全規則第１０条第４項の規定に基づき貨物自動車運送事業者が従業員に

対して指導及び監督を行うために講じるべき措置（平成１８年９月１９日国土交通省告示第１０９２号）



運輸安全マネジメントとは？ 63

⚫ ＰＤＣＡサイクルに基づいて実施

⚫ Ｐｌａｎ（計画）

輸送の安全確保を図るために計画を作成

⚫ Ｄｏ（実行）

作成した計画に基づいて安全対策を実施

⚫ Ｃｈｅｃｋ（評価）

実施した結果、

どのような効果があったか評価

⚫ Ａｃｔ（改善）

改善点を整理し、

さらに計画を見直して実施

Ｐｌａｎ

計画

Ｄｏ

実行

Ｃｈｅｃｋ

評価

Ａｃｔ

改善

毎年度、具体的な取組方策を定め、

ＰＤＣＡサイクルを繰り返すことで輸送の安全性を向上させる



⚫ 取組期間

各事業者の事業年度単位で取り組む

⚫ 輸送の安全に関する基本的な方針

取組期間における方針を定める

⚫ 輸送の安全に関する目標及び達成状況

具体的な数値目標を設定

（前年度の達成状況も漏れなく確認）

⚫ 輸送の安全に関する計画

実施項目は現実的な内容を設定

⚫ 公表方法

・自社ＨＰへの掲載

・事業所内で掲示

運輸安全マネジメント〔取組・公表例〕 64

（その他記入例）
・安全運行はすべての業務に優先する
・安全運行はプロドライバーの社会的使命
・無事故無違反で安全輸送

ポスターが必要な方は適正化事業部まで



帳票類ダウンロード 65

各種帳票類を
ダウンロードして
ご活用ください


